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地⽅公務員離職のうち、普通退職者

出典︓令和３年度地⽅公務員の退職状況等調査（総務省）
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令和4年4⽉連載開始「地域づくり最前線」
（毎週⽉曜・⻄⽇本新聞朝刊）





令和２年度調査結果の35.1%より
3.3ポイント上昇（令和４年度公表）

↓
５年度もこの割合は増加するとの予測



①⼈材確保の⾯
・別の⾒⽅をすれば、⿅児島県において“即戦⼒”に
なる⼈材が多く存在している
・特に５０代未満の離職した即戦⼒が活躍（挑
戦）できる職場が⿅児島県庁である
・経験者採⽤に関するチャレンジ枠を設けるなど“即戦
⼒の⼈材”を確保できる体制整備
・同時に、⿅児島県職員が流出しない具体的対策を
講じる必要がある
・流動性の時代に対応した柔軟な採⽤⽅法の検討
（神奈川県庁、神⼾市、⽣駒市等の例）



②兼業・副業などの私⽣活の充実
・兼業・副業を許可している⾃治体は増加傾向
・地域活動に関する休暇の創設に向けた動き
・経験値を⼤学などの講義や出版執筆活動に活かし
ている職員は全国で増えている
・兼業・副業のワンポイントリリーフ型採⽤（期限付、
任期付⼜は常勤）枠を設けることも１つ

→仕事もプライベートも充実することで仕事のパ
フォーマンスが向上するのではないかという考察


